
 
■提案事項 

○ 電力・ガス・食料品等価格高騰対策に伴う、地方の財政負担の増大に 

 対し 、財源を確保すること 
 
 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市民や事業者等の抱
える諸課題への対応が必要な中、今後も地域特性に応じた継続的かつ包括的
に支援策を講じる財源の確保が必要である。 
 
 
 

                                                                                 

 
【提案先：内閣府】   

【提案要旨】物価高騰に対する財政支援の拡充 

【提案項目】 
４７ 電力・ガス・食料品等価格高騰にかかる財源の確保について 



東広島市の現状と課題・取組状況 

≪主要８施設維持更新コスト比較≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８施設合計 ２０年間 

従来型 
９５億円 

（４.８億円/年） 

長寿命型 
９１億円 

（４.５億円/年） 

８施設合計 ４０年間 

従来型 
１９９億円 

（５.０億円/年） 

長寿命型 
１６２億円 

（４.０億円/年） 

４７ 電力・ガス・食料品等価格高騰にか
かる財源の確保について 

【現状】 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響長期化や、国際情勢の変化によるエネルギー・食料品価格等の物価 

 高騰の影響は、市民生活や事業経済活動において、長期化・深刻化が懸念されている。 

 

 

【課題】 
○ 市民の抱える諸課題に緊急に対応するため、低所得世帯や
子育て世帯をはじめとした生活者支援等の補正予算を機動
的に編成しているが、その財源の確保が必要である。 
 

○ 医療・介護・保育施設、学校施設、農林水産業、中小企業等
事業者の抱える諸課題に対応するため、物価高騰対策支援
等の補正予算を機動的に編成しているが、その財源の確保
が必要である。 
 

○ 継続的な対応が必要な中、一般財源での負担が常態化して
おり、その負担率も増加している。 

 
○ 自治体により地域経済状況が異なる中、各自治体に応じた
対策を柔軟に執る必要がある。 

  

令和５年度 物価高騰対策経費一覧 

（単位：千円）

１　生活者支援 1,12 4 ,5 5 4

7 2 2 ,8 4 0

3 6 7 ,3 2 0

9 ,9 8 2

3 ,7 5 4

2 0 ,6 5 8

２　教育支援 95 ,2 4 2

6 ,0 8 6

8 9 ,15 6

３　事業活動支援 340 ,7 0 1

18 7 ,9 4 0

2 7 ,6 6 5

12 5 ,0 9 6

４　安全・安心の確保 17 ,3 2 8

17 ,3 2 8

1,5 7 7 ,8 2 5

①安全・安心の確保

項目

⑤雇用支援

①小中学校における感染予防

②学校施設の食材料費高騰対策

①経営維持パッケージ支援

②農林水産業への支援

③その他の事業活動支援

事業内容 R 5事業費

合計

①生活支援

②子ども支援・保護者支援

③障害者支援

④高齢者支援


